
 

 

 

県民コメント制度に基づく結果の公表（埼玉県地域防災計画）について 

 

  埼玉県防災会議（会長：埼玉県知事）は、防災対策の充実・強化を図るため、埼玉県

地域防災計画の修正を決定しました。 

  また、計画の修正にあたって、県民コメント制度に基づき、「埼玉県地域防災計画」

修正案について、県民の皆様から御意見を募集したところ、９件の御意見・御提案をお

寄せいただきました。 

 寄せられた御意見・御提案及びそれに対する県の考え方を公表いたします。 

 

 １ 意見募集期間 

   令和６年１月２２日（月）～令和６年２月１９日（月） 

 ２ 意見の提出者数及び意見件数 

    ９件（２名）   

        （ 内 訳 ） 

区  分 人 数 意見件数 

  郵送          １名         ２件 

  ＦＡＸ          ０名          ０件 

  電子メール          １名          ７件 

     合  計         ２名          ９件 

 

 ３ 意見の反映状況 

              区     分      意見件数 

  意見を反映し、案を修正したもの         ４件 

   すでに案で対応済みのもの         ２件 

   案の修正はしないが、実施段階で参考とするもの         ０件 

   意見を反映できなかったもの         ０件 

   その他        ３件 

              合       計          ９件 

 

 ４ 策定した施策及び意見募集結果の資料の入手方法 

   埼玉県のホームページから入手できます。 

    https://www.pref.saitama.lg.jp/a0402/chiikibo.html 

 

 ５ 問い合わせ先 

     〒３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

     埼玉県危機管理防災部災害対策課 災害対策担当 

     ＴＥＬ   ０４８－８３０－８１８１（直通） 

     ＦＡＸ   ０４８－８３０－８１５９ 

     Ｅ-mail   a8170-01@pref.saitama.lg.jp

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0402/chiikibo.html
mailto:a8170-01@pref.saitama.lg.jp


 

  
「埼玉県地域防災計画案」に対する御意見と県の考え方 

 

  （反映状況の区分）  Ａ：意見を反映し、案を修正した 
                      Ｂ：既に案で対応済み 
                      Ｃ：案の修正はしないが、実施段階で参考としていく 

                        Ｄ：意見を反映できなかった 
                      Ｅ：その他 

NO. 御意見の内容 意見数 
 

県の考え方 反映 
状況 

１  第6編2-サ「避難計画」の項1行目「避

難に関する計画」には「身体、生命を保

護し、人的災害の拡大を防ぐため……」

と記述されている。被害法益の価値の大

きい生命を先にするのが通常であるのに

この項では「身体」を「生命」の先に記

述する理由が見当たらないように思いま

す。因みに、同項次の第6編2-シ「救助、

救急計画」の項及び第 2 編 8 第 3 節「首

都直下地震に係る法制度の整備」にはい

ずれも「生命、身体……」としています。 

１  御意見を踏まえ、「生命」が先になる

よう修正しました。 

 

＜記載箇所＞ 

第６編 事故災害対策編（第６編p２） 

第１節第１ 火災予防 

２ 行政指導の徹底 

Ａ 

２   指定地方行政機関の役割の表で関東総

合通信局の主な役割（第１編－１８）の

「３ 災害対策用移動通信機器及び災害

対策用移動電源車等の貸出しに関するこ

と」を「３ 災害対策用移動通信機器、

臨時災害放送局用放送装置及び災害対策

用移動電源車等の貸出しに関すること」 

に改めるべきではないか。 

１  御意見を踏まえ、関東総合通信局の役

割を追加しました。なお、追加する語句

は、「臨時災害放送局開設の手引き（総

務省情報流通行政局地上放送課）」に合

わせ、「臨時災害放送局用設備」としま

した。 

＜記載箇所＞ 

第１編 総則（第１編p18） 

第２章防災体制 

第１節 防災機関等の役割 

Ａ 

３  デマやチェーンメールは新たな災害（

第２編－３２０）の対策の方向性に、「

各市町村の災害対策本部は早急に臨時災

害放送局を開設し、放送を通じて定期的

に本部長自ら市民に対策を呼びかける」

との趣旨を追加するべきではないか。 

１  対策の方向性の「政府や行政は発災後

速やかに、多様なメディアを使い、正し

い情報を発信し続けるとともに、デマ、

流言の存在を素早く察知し、拡散を防ぐ

。」との記載について、御意見を踏まえ

、「多様なメディア」の前に「テレビや

ラジオ等の」を追加します。 

 

＜記載箇所＞ 

第２編 震災対策編（第２編p320） 

第７章 最悪事態（シビアコンディション

）への対応⑦デマやチェーンメールは新

たな災害 

Ａ 



 

４ 第２編第２章第５の情報共有・伝達体制

の整備（第２編－１４１）で、 

略 ラジオ（コミュニティＦＭ放送、Ｆ

Ｍ文字多重放送を含む） 略 

 を 

略 ラジオ（コミュニティＦＭ放送、臨

時災害放送局） 略 

 に改める。なお、ＦＭ文字多重放送は

既に放送を終了しているので削除する。 

 

１  御意見のとおり、「ＦＭ多重放送を含

む」を削除し、「臨時災害放送局」を追

加しました。 

 

＜記載箇所＞ 

第２編 震災対策編（第２編p141） 

第２章 施策ごとの具体的計画 

第５ 情報の収集・分析・加工・共有・伝

達体制の整備＜予防・事前対策＞ 

Ａ 

５  最悪事態（シビアコンディション）に

ついて、事例の紹介にとどめているが、

各災害の対応の基本計画に最悪事態（シ

ビアコンディション）を想定し計画を策

定すべきではないか。 

 最悪の事態を想定し対策を行わないと

、対応が後手となり死なずにすんだ市民

が犠牲となる可能性があります。 

１  本計画は、地震被害想定調査で本県の

最も被害が甚大となる東京湾北部地震へ

の対応を基準としていますが、想定外の

事態が起こりうることも想定することは

重要であるため、第２編第７章で被害想

定調査を超えた最悪な事態の想定につい

ても規定しております。 

 

Ｃ 

６  県庁に情報通信を担当する部局がない

ことから、災害発生時における各自治体

からの広報の方法について一元的に指導

することが不可能な状態になっている。

埼玉版ＦＥＭＡに災害時に各自治体から

市民に対して広報を行う体制・仕組みに

ついて制度を整備する部局を設置すべき

ではないか。 

 情報通信を担当する部局を設置する場

合、次のような業務を担わせてはどうか

。 

ア 臨時災害放送局 

Ａ 既にコミュニティ放送が開設されて

いる市町村に対して、災害発生時に臨時

災害放送局に指定する旨の協定を締結す

るよう指導する。 

Ｂ コミュニティ放送が開設されていな

い市町村に対して、災害発生時に速やか

に臨時災害放送を開設できるよう地域防

災計画の策定（改定）を指導する。 

Ｃ 臨時災害放送局の開設及び運用する

ための人材を募集するとともに組織化す

る。また、臨時災害放送局の運営に携わ

る人材を育成する。 

Ｄ 災害が広域で発生した場合、放送機

器が不足し要望のあった市町村全てに臨

時災害放送局を開設することができない

状況が想定される。このようなことから

、コミュニティ放送局が開設されていな

い複数の市町村をグループ化し、グルー

プ化した市町村の連合体で臨時災害放送

局が開設可能か総務省に申し入れする。

または、一つの放送装置に対して複数の

市町村が免許人として免許が受けられる

か検討する。 

Ｅ 臨時災害放送局の放送装置設置場所

１  本計画内で、地域住民に対する災害情

報の伝達体制の整備は明記済みです。 

 ただし、災害時の広報は重要であるた

め、市町村に対し臨時災害放送局に関す

る検討を呼びかけてまいります。 

 また、代替施設の設置については、平

成２８年に内閣府が策定した「大規模災

害発生時における地方公共団体の業務継

続の手引き」に基づき、県内市町村に呼

び掛けており、全市町村での代替施設の

特定に向けて引き続き取り組んでまいり

ます。 

Ｃ 



 

からどの程度サービスエリアが確保でき

るか検討する。また実際に電波を発射し

て検討してサービスエリアを確認したと

き、机上で検討したサービスエリアと比

較するなどして検証を行う。 

Ｆ 複数の市町村をグループ化して臨時

災害放送局を開設した場合で、グループ

内の市町村の一つの庁舎に無線装置を設

置した場合、または単独で臨時災害放送

局を開設する場合であって、放送を行う

場所（演奏所）と無線装置が離れている

場合は、演奏所と無線装置を接続するＳ

ＴＬ回線が必要になってくる。ＳＴＬ回

線の構築に当たっては、有線方式と無線

方式があり、いずれの回線を構築すべき

か検討する。特に無線回線を選択した場

合、演奏所と無線装置が設置されている

庁舎が見通しであるかあらかじめ検討す

る必要がある。 

イ 代替施設の設置 

 市町村の庁舎が被災し、業務が行えな

くなった場合、代替施設に機能を移転す

ることとなっている。代替施設に移転し

た場合、工事業者の工事をすることなく

職員が簡単に配線するだけで、速やかに

電話等が利用できるよう事前の対策をす

るよう市町村を指導する。 

７  本計画（第6編）案に賛同する。 

 本計画案が、現実に運用される事態の

発生しないことを神に祈るものですが、

自然の営みは厳しいもので避けがたいも

のであり、災害規模が甚大でないことを

祈るものである。 

１  御意見有難うございました。 Ｅ 

８  埼玉版ＦＥＭＡの組織上に位置づけ及

び実動部隊の配置等が明確になっていな

い。埼玉版ＦＥＭＡの組織構成等を明確

にした上で、指揮命令系統を地域防災計

画に記載すべきではないか。また、単に

災害対策本部を埼玉版ＦＥＭＡと読み替

えただけであれば、意味がないことなの

で、従来から使用している災害対策本部

を呼称した方がよいのではないか。 

 

１ 「埼玉版ＦＥＭＡ」とは、米国連邦緊急

事態管理庁（ＦＥＭＡ）から着想を得た

取組で、危機や災害に対応する実動機関

を持たない県が、平時からシナリオ作成

や図上訓練を繰り返すことによって、関

係機関との強固な連結を推進し、県全体

の危機・災害対応力の強化を図るもので

す。 

 一方、災害対策本部は県の防災体制を

表す呼称で、埼玉版ＦＥＭＡとは別のも

のです。 

Ｅ 



 

９  米国のＦＥＭＡでは、災害時使用され

る緊急用周波数を常に聴取し即応できる

体制を整えていると聞いたことがある。

埼玉版ＦＥＭＡも緊急用に使用される周

波数を傍受し、災害発生時に即応できる

体制をとっているのか。 

１  本県では、災害対応にあたり、緊急用

に使用される周波数を傍受しておりませ

んが、関係機関と災害情報を共有するシ

ステム等を活用し、必要な情報を収集し

、即応できる体制をとっております。 

Ｅ 

           合    計 ９ 
 
 

 
 


